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令和２年第１回定例会 厚生委員会 

福祉健康部 保険年金課 

「議案第１９号 調布市国民健康保険税賦課徴収条例の一部を改正する条例」 参考資料 

 

１ 国民健康保険運営協議会の答申等                               

 

（１）令和元年度 開催状況 

日    程 主 な 内 容 

第１回 令和元年８月６日 ・平成30年度調布市国民健康保険事業特別会計決算状況（案） 

・平成30年度国民健康保険税収納状況等 

（令和元年10月12日以降，台風第19号による被災者への支援対策実施）（注） 

第２回 令和元年11月20日 ・浸水等被災への被保険者の負担軽減支援等の状況（令和元年台風第19号） 

・国民健康保険財政における計画的な赤字の解消 

第３回 令和元年12月19日 ・国民健康保険財政健全化計画の改定等について（諮問） 

第４回 令和２年１月28日 ・国民健康保険財政健全化計画の改定等について（答申） 

第５回 令和２年２月６日 ・令和２年度調布市国民健康保険事業特別会計当初予算概要（案） 

・調布市国民健康保険税賦課徴収条例の一部を改正する条例（案）の骨子 

（注）令和元年台風第19号による負担軽減支援状況（令和２年２月末現在） 

国民健康保険税減免３１世帯，一部負担金（窓口負担）減免３０世帯・４４人 

（２）諮問 

国保財政健全化計画の改定及び保険税率の計画的な見直しについて 

（３）答申の概要 

① 国保財政健全化（赤字解消）計画について，保険税の収納率向上及び令和２年度から原則３年ごとに税率 

等改定を実施することにより，赤字の削減を図り，赤字解消の目標を令和２３年度とする計画の改定を行う 

こと。 

② 東京都の設定する標準保険料率をふまえ，令和２年度に次の税率改定を行うこと。 

  ・応能・応益割合は概ね６０：４０ 

  ・改定率は約５％規模，賦課限度額を現行政令基準に合わせる。 

   

２ 税率改定の経過                                       

 

（１）改定経過 

平成28年４月１日 平成２０年度以来８年ぶりの税率改定を実施 

【概要】一人当たり平均保険税額で１４．５％規模の改定 

平成30年１月25日 「保険財政の健全化と国民健康保険税の税率等の見直しについて」運営協議会から答申 

【概要】法令・都運営方針に沿って保険財政の健全化に取り組み，税率改定を計画的に

進めていくこと。平成３０年度は新制度への円滑な移行に注力 

平成30年４月１日 国民健康保険制度改革施行により新制度へ移行 

令和２年１月28日 「国民健康保険財政健全化計画の改定等について」運営協議会から答申 

（２）多摩２６市の税率改定状況                     

自治体数

定量（数値目標有） 18

八王子市，立川市，町田市，府中
市，三鷹市，小金井市，国分寺市，
青梅市，小平市，日野市，福生市，
清瀬市，稲城市，羽村市，東大和
市，武蔵村山市，多摩市，あきる野
市

定性的記述 8

調布市，武蔵野市，国立市，稲城
市，西東京市，小平市，東村山市，
狛江市

　　　H３１年度
主な自治体

【参考】赤字解消計画策定状況 
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（３）法定外繰入額の推移 

 

（注）28年度税率改定実施 

（４）収納率の推移（現年度） 

 

（５）標準保険料率 

 

（６）課税限度額引上げの影響 

 
（注）課税限度額改定に伴う保険財政への影響：調定額が約１,４８０万円増額（医療分のみ） 

  

91.70%

92.45% 92.45%
92.63% 92.70%

91.00%

92.00%

93.00%

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

現年度（還付未済除）
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（７）モデル世帯による税率改定の影響シミュレーション 

 

① 給与収入の場合 

 

 

② 年金収入の場合 

 

 

３ 中期的な国保財政の見込み（国保財政健全化計画）                       

 

（１）赤字解消に向けた国の方針・姿勢 

① 経済財政運営と改革の基本方針２０１９（骨太の方針２０１９）において，保険者努力支援制度における 

加減算双方向のインセンティブの導入や法定外繰入等の早期解消を提示 

  ② 保険者努力支援制度によるインセンティブ 

２０２０年度から市町村指標に「法定外繰入の解消等」が新設され，赤字の削減目標年次，削減予定額 

（率），具体的な取組内容を定めていない自治体に減点措置を導入 

 

【参考】２０２０年度保険者努力支援制度（市町村分）について（令和元年８月２日付け厚生労働省通知から抜粋） 

（４）法定外繰入の解消等 （２０１８年度の実施状況を評価） 

  評 価 指 標 配点 

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解消計画を策定

しているが、解消期限（６年以内）を定めていない場合であって、次の要件に該当している場合 
  

  ④ ２０１８年度の削減予定額（率）を達成している場合  10点 

  ⑤ ２０１８年度の削減予定額（率）を達成していない場合 －15点 

⑥ 計画策定対象市町村であるにもかかわらず、赤字削減・解消計画を策定していない場合、又

は赤字削減・解消計画を策定しているが、赤字の削減目標年次、削減予定額（率）若しくは具体

的な取組内容のいずれかを定めていない場合 

－30点 

   （注）令和元年度交付実績に基づく推計による調布市での影響額：１点が約１６万円の交付金に相当 

         

現行 ①（改定率５％） （参考）H31標準保険料(税)率
均等割額 所得割額 合計 均等割額 所得割額 合計 増額 増加率 均等割額 所得割額 合計 差額 乖離幅

年税額 164,200 209,200 373,400 172,400 219,700 392,100 18,700 5.01% 239,918 277,250 517,168 143,768 38.50%
医療分 105,200 125,000 230,200 110,400 131,200 241,600 11,400 4.95% 158,722 169,250 327,972 97,772 42.47%
支援分 37,200 44,700 81,900 39,200 47,000 86,200 4,300 5.25% 51,724 58,250 109,974 28,074 34.28%
介護分 21,800 39,500 61,300 22,800 41,500 64,300 3,000 4.89% 29,472 49,750 79,222 17,922 29.24%

旧ただし書き所得２５０万円（給与収入およそ４２０万円）
【夫婦（ともに４０代）＋子２人の４人世帯・均等割額　軽減なし】

現行 ①（改定率５％） （参考）H31標準保険料(税)率
均等割額 所得割額 合計 均等割額 所得割額 合計 増額 増加率 均等割額 所得割額 合計 差額 乖離幅

年税額 35,600 33,900 69,500 37,400 35,600 73,000 3,500 5.04% 52,624 45,376 98,000 28,500 41.01%
医療分 26,300 25,000 51,300 27,600 26,200 53,800 2,500 4.87% 39,693 33,807 73,500 22,200 43.27%
支援分 9,300 8,900 18,200 9,800 9,400 19,200 1,000 5.49% 12,931 11,569 24,500 6,300 34.62%
介護分 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0 -

旧ただし書き所得５０万円（年金収入およそ２００万円）
【夫婦のみ世帯（ともに７０代）・均等割額　５割軽減】
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（２）国保財政健全化変更計画書（令和２年２月２０日東京都提出） 

 

 
 


